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平成十八年五月三十日　消防庁告示第十七号 

共同住宅用スプリンクラー設備の設置及び維持に関する技術上の基準 

特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の
用に供する設備等に関する省令(平成十七年総務省令第四十号)第三
条第二項第二号チの規定に基づき、共同住宅用スプリンクラー設備の
設置及び維持に関する技術上の基準を次のとおり定める。 
 
第一　趣旨 
　　この告示は、特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能
を有する消防の用に供する設備等に関する省令(平成十七年総務
省令第四十号。以下「省令」という。)第三条第二項第二号チに規
定する共同住宅用スプリンクラー設備の設置及び維持に関する技
術上の基準を定めるものとする。 
 
第二　設置及び維持に関する技術上の基準 
　　共同住宅用スプリンクラー設備は、次の各号に定めるところにより
設置し、及び維持するものとする。 
一　スプリンクラーヘッドは、次に定めるところによること。 
(一)　スプリンクラーヘッドは、閉鎖型スプリンクラーヘッドの技術
上の規格を定める省令(昭和四十年自治省令第二号)第二条第
一号の二に規定する小区画型ヘッドのうち、感度種別が一種で
あるものに限ること。 
(二)　スプリンクラーヘッドのデフレクターから下方〇・四五メート
ル以内で、かつ、水平方向の壁面までの範囲には、著しく散水を
妨げるものが設けられ、又は置かれていないこと。 
(三)　スプリンクラーヘッドは、天井の各部分から一のスプリンクラ
ーヘッドまでの水平距離が二・六メートル以下で、かつ、一のス
プリンクラーヘッドにより防護される部分の面積が十三平方メー
トル以下となるように設けること。 

二　制御弁は、次に定めるところによること。 
(一)　制御弁は、住戸、共用室(省令第二条第三号に規定する共用
室をいう。以下同じ。)又は管理人室ごとに、床面からの高さが〇・
八メートル以上一・五メートル以下の箇所に設けること。 

(二)　制御弁は、パイプシャフト、パイプダクトその他これらに類する
ものの中に設けるとともに、その外部から容易に操作でき、かつ、
みだりに閉止できない措置が講じられていること。 
(三)　制御弁には、その直近の見やすい箇所に共同住宅用スプリ
ンクラー設備の制御弁である旨を表示し、及びいずれの住戸、共
用室又は管理人室のものであるかを識別できる標識を設けること。 

三　自動警報装置は、次に定めるところによること。ただし、省令第
二条第十四号に規定する共同住宅用自動火災報知設備により音
声警報が発せられる場合は、(六)に規定する音声警報装置(流水
検知装置又は圧力検知装置から発せられたスプリンクラーヘッド
が開放した旨の信号を受信し、音声により火災の発生を報知する
ものをいう。以下同じ。)を設けないことができる。 
(一)　スプリンクラーヘッドの開放により音声警報を発するものと
すること。 
(二)　発信部は、住戸、共用室又は管理人室ごとに設けるものとし、
当該発信部には、流水検知装置又は圧力検知装置を用いること。 
(三)　(二)の流水検知装置又は圧力検知装置にかかる圧力は、当
該流水検知装置又は圧力検知装置の最高使用圧力以下とする
こと。 
(四) 受信部には、次に定めるところにより、表示装置を設けること。
ただし、第十四号において準用する消防法施行規則(昭和三十
六年自治省令第六号。以下「規則」という。)第十四条第一項第
十二号において準用することとされる規則第十二条第一項第八
号に規定する総合操作盤が設けられている場合又は共同住宅
用自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準(平
成十八年消防庁告示第十八号。第十三号において単に「告示」
という。)第二第二号に規定する住棟受信機(スプリンクラーヘッ
ドが開放した旨を火災が発生した旨と区別して表示することがで

きる措置が講じられているものに限る。)が設けられている場合にあ
っては、この限りでない。  
イ　表示装置は、スプリンクラーヘッドが開放した階又は放水区域を
覚知できるものであること。 

ロ　表示装置の設置場所は、次に定めるところによること。 
(イ)　規則第十二条第一項第八号に規定する防災センター等を
有する場合は、当該防災センター等に設けること。 
(ロ)　(イ)以外の場合は、管理人室に設けること。ただし、当該管理
人室に常時人がいない場合は、スプリンクラーヘッドが開放した
旨の表示を容易に確認できる場所に設けることができる。 

(五)　一の特定共同住宅等(省令第二条第一号に規定する特定共同
住宅等をいう。)に二以上の受信部が設けられているときは、これらの
受信部のある場所相互間で同時に通話することができる設備を設け
ること。 
(六)　音声警報装置は、次に定めるところによること。 
イ　音声警報装置(補助音響装置(住戸、共用室又は管理人室にい
る者に対し、有効に音声警報を伝達するために、流水検知装置又
は圧力検知装置からスプリンクラーヘッドが開放した旨の信号を
受信し、補助的に音声警報を発する装置をいう。以下同じ。)の音
声警報装置を含む。以下このイ及びハにおいて同じ。)の音圧は、
次に定めるところによること。 
(イ)　住戸、共用室及び管理人室に設ける音声警報装置の音圧は、
取り付けられた音声警報装置から一メートル離れた位置で七十
デシベル以上であること。 
(ロ)　(イ)に掲げる部分以外の部分に設ける音声警報装置の音圧
は、規則第二十五条の二第二項第三号イの規定の例によること。 

ロ　音声警報装置の設置は、次の(イ)及び(ロ)に掲げる区分に従い、
当該(イ)及び(ロ)に定めるところによること。 
(イ)　住戸、共用室及び管理人室に設ける場合　当該住戸、共用
室又は管理人室ごとに、音声警報装置を一個以上設けること。
ただし、有効に音声警報が伝わらないおそれがある部分につい
ては、当該部分に音声警報を有効に伝達することができるよう
に補助音響装置を設けることとする。 
(ロ)　住戸、共用室及び管理人室以外の部分(直接外気に開放さ
れた共用部分(省令第二条第四号に規定する共用部分をいう。)
を除く。)に設ける場合　規則第二十五条の二第二項第三号ロ
の規定の例によること。 

ハ　音声警報装置の音声警報音は、次に定めるところによること。 
(イ)　音声警報音は、シグナル及びメッセージにより構成するもの
であること。 
(ロ)　シグナルは、非常警報設備の基準(昭和四十八年消防庁告
示第六号)第四第三号(二)に定めるところによること。 

(ハ)　メッセージは、男声によるものとし、火災が発生した場所、避
難誘導及び火災である旨の情報又はこれに関連する内容であ
ること。 
(二)　音声警報音は、サンプリング周波数八キロヘルツ以上及び
再生周波数帯域三キロヘルツ以上のＡＤ－ＰＣＭ符号化方式
による音声合成音又はこれと同等以上の音質を有するもので
あること。 

二　音声警報を発する区域は、スプリンクラーヘッドが開放した住戸、
共用室及び管理人室のほか、次の(イ)及び(ロ)に掲げる区分に従い、
当該(イ)及び(ロ)に定めるところによること。 
(イ) 特定共同住宅等の構造類型を定める件(平成十七年消防庁
告示第三号。(ロ)において「構造類型告示」という。)第二第四
号に規定する階段室型特定共同住宅等　当該住戸、共用室及
び管理人室の主たる出入口が面する階段室等(省令第二条第
五号に規定する階段室等(省令第二条第七号に規定する開放
型階段を除く。)をいう。)のうち、六以上の階にわたらない部分を 
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開放性の検証 
対象開口 

住戸等開口 

火災住戸等 

熱気流の生成量V

出火階共用廊下 

HL

HU

煙層 H＝1.8mでの 
　　排煙量E

限界煙層高さ 
（H＝1.8m） 

火災住戸等 

検証対象廊下 （開口部の中心線） 

有効開口長さ 
の対象範囲外 

B1（＝15m） B2（＝15m） 有効開口部の長さ＝B1＋B2（＝30m） 

有効開口長さ 
の対象範囲 

火源開口部 

火災住戸等 

検証対象廊下 

有効開口長さ 
の対象範囲外 

B1（＞15m） B2（＜15m） 有効開口部の長さ 
＝B1＋B2（＝30m） 

有効開口長さ 
の対象範囲 

火源開口部 

B1＋B2＝30m

火災住戸等 

検証対象廊下 

有効開口長さ 
の対象範囲外 

B1（＝15m） 

B2 B3 B4 B5（＝15m） 

有効開口部の長さ 
＝B2＋B4＋B5（＜＝30m） 

有効開口長さ 
の対象範囲 廊下非開放部分 

外気の流通を 
妨げる部分 
（エレベーター等） 

火源開口部 

　 は、廊下又は階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱
速度が最も大きくなる開口部から廊下又は階段室等に噴出した
熱気流の気体密度（単位キログラム毎立方メートル。以下同じ。） 
　 は、構造類型告示第４第２号（４）イ（ロ）又は同号（５）ロの規
定により、消火、避難その他の消防活動に支障になる高さまで煙
が降下しないことを確認する範囲内にある廊下又は階段室等の
水平投影面積（単位平方メートル） 

④　廊下又は階段室等における熱気流の発生量を次式により求め
ること。 
 
 
 
　は、廊下又は階段室等における熱気流の発生量（単位立方メ
ートル毎分） 
⑤ 廊下又は階段室等における排煙量を次式により求めること。 
（ア） 廊下の場合 
 
 
 
 
 
（イ） 階段室等の場合 
 
 
 
　は、廊下又は階段室等における排煙量（単位立方メートル毎分） 
　は、廊下又は階段室等の有効開口部の長さ（単位メートル。た
だし、L ≦ 30 。（６）参照。） 
　 は、床面からの廊下又は階段室等の有効開口部の上端の高
さ（単位メートル） 
　 は、床面からの廊下又は階段室等の有効開口部の下端（床
面から１．８メートル未満の高さにあるものに限る。）の高さ（単位メ
ートル） 

⑥　④で求めた廊下又は階段室等における熱気流の発生量が⑤
で求めた廊下又は階段室等における排煙量以下であることを確
かめること。 
図２４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）　廊下又は階段室等の有効開口部の長さについて 
（５）⑤中「廊下又は階段室等の有効開口部の長さ」とは、火源開
口部（廊下又は階段室等に面する住戸等の開口部のうち発熱速
度が最も大きくなる開口部。以下同じ。）が面する廊下又は階段室
等の直接外気に開放された開口部であって、当該火源開口部の両
側に最大で３０メートル以内の部分のことをいい、図２５、図２６及び
図２７の例によること。 
図２５ 

第4　その他 
特定共同住宅等のうち令第１３条第１項の表の上欄に該当するこ
ととなる部分については、同表の下欄に掲げる水噴霧消火設備
等のいずれかを設置するものであること。 

第5　運用上の留意事項について 
共同住宅等の関係者等から事前相談等が消防機関になされた場
合には、次の事項に留意し、指導又は運用等を行われたいこと。 
1 省令及び関係する告示に係る趣旨、内容等について、十分周
知を図られたいこと。 
2　二方向避難を確保するための避難器具が消防法令に基づき
設置が義務づけられたものには該当しない場合もあるが、この
場合、法令による消防用設備等に準じて取り扱われたいこと。 

第6　運用期日等について 
1 省令及び関係する告示は、平成１９年４月１日から施行すること
としているが、防火対象物の関係者等との事前協議等により、
省令の規定を適用することができると判断された防火対象物に
ついては、令第３２条の規定を適用し、同日前に運用することと
しても差し支えないものであること。 
また、消防法及び石油コンビナート等災害防止法の一部を改
正する法律（平成１６年法律第６５号）の一部が平成１８年６月１
日に施行され、同日より住宅への住宅用防災機器の設置が義
務付けられることから、「共同住宅等に係る消防用設備等の技
術上の基準の特例について」（平成７年１０月５日付け消防予第
２２０号。以下「特例通知」という。）による特例を認める場合で
あっても、省令第３条及び省令第４条に規定する共同住宅用自
動火災報知設備又は住戸用自動火災報知設備の設置を指導
することが望ましい。 
2 省令及び関係する告示の施行に伴い、特例通知並びに次に掲
げる通知及び通知の部分を廃止し、これらに関する質疑応答に
係る運用を行わないこととすること。ただし、特例通知並びに次
に掲げる通知及び通知の部分を廃止した時において、特例通
知が適用されている既存の共同住宅等であって、当該、特例通
知並びに次に掲げる通知及び通知の部分による基準に適合し
ているものにあっては、なお従前の例によることを妨げないも
のであること。 
（1） 「令８区画及び共住区画の構造並びに当該区画を貫通
する配管等の取扱いについて」（平成７年３月３１日付け消
防予第５３号）中、２ 共住区画について 

（2） 「共同住宅等に係る消防用設備等の技術上の基準の特
例の細目について」（平成８年７月１７日付け消防予第１４５号） 
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一の区域として当該区域及びその直上の区域並びに当該区域に
主たる出入口が面する住戸、共用室及び管理人室並びにエレ
ベーターの昇降路  

(ロ)　構造類型告示第二第五号に規定する廊下型特定共同住
宅等　当該住戸、共用室及び管理人室の存する階が二階以
上の階に存する場合にあっては当該階及びその直上階、一階
に存する場合にあっては当該階、その直上階及び地階、地階に
存する場合にあっては当該階、その直上階及びその他の地階 

ホ　音声警報の構成は、第一シグナル、メッセージ、一秒間の無音
状態、第一シグナル、メッセージ、一秒間の無音状態、第二シグナ
ルの順に連続する警報を一単位として、これを十分間以上連続し
て繰り返すものであること。 
へ　住戸、共用室又は管理人室ごとに、当該住戸、共用室又は管理
人室の音声警報を停止できる機能を設けることができること。 

四　流水検知装置は、湿式のものとすること。 
五　流水検知装置の一次側には、圧力計を設けること。 
六　呼水装置は、規則第十四条第一項第五号の規定の例により設け
ること。 
七　流水検知装置又は圧力検知装置の二次側の配管には、流水検
知装置又は圧力検知装置の作動を試験するための弁(以下「試験弁」
という。)を次に定めるところにより設けること。 
(一)　試験弁の一次側には圧力計が、二次側にはスプリンクラーヘ
ッドと同等の放水性能を有するオリフィス等の試験用放水口が取
り付けられるものであること。 
(二)　試験弁にはその直近の見やすい箇所に試験弁である旨を表
示した標識を設けること。 
(三)　試験弁を開放した場合に、住戸、共用室及び管理人室の音声
警報装置が音声警報(戸外表示器の警報を除く。)を発しない措
置を講じることができるものであること。 

八　非常電源の容量は、規則第十四条第一項第六号の二においてそ
の例によることとされる規則第十二条第一項第四号ロ(イ)の規定の
例によるほか、警報及び表示に要する容量にあっては、次の(一)から
(三)までに定める容量以上であること。 
(一)　五の住戸、共用室又は管理人室に設置されている音声警報
装置が十分間以上連続して鳴動することができる容量 
(二)　五の作動表示灯(表示器に設けられ、当該表示器が設置され
た住戸、共用室及び管理人室の感知器が作動した旨を表示する
表示灯をいう。以下同じ。)が十分間以上連続して点滅することが
できる容量 
(三)　五の制御弁表示灯(表示器に設けられ、当該表示器が設置さ
れた住戸、共用室及び管理人室の制御弁を閉止した旨を表示す
る表示灯をいう。以下同じ。)が十分間以上連続して点滅すること
ができる容量 

九　起動装置は、規則第十四条第一項第八号イ(ロ)の規定の例によ
ること。 
十　操作回路の配線、表示装置から流水検知装置又は圧力検知装置
までの配線並びに流水検知装置又は圧力検知装置から表示器、音
声警報装置及び補助音響装置までの配線は、規則第十四条第一項
第九号の規定の例によること。 
十一　配管は、規則第十四条第一項第十号(各号列記以外の部分に
限る。)の規定の例によること。 

十二　加圧送水装置は、規則第十四条第一項第十一号(ハ(イ)を除く。)
の規定の例によるほか、次に定めるところによること。 
(一)　点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそ
れが少ない箇所に設けること。 
(二)　ポンプを用いる加圧送水装置のポンプの吐出量は、二百四十
リットル毎分以上の量とすること。 

十三　表示器は、告示第三第十号に規定する戸外表示器の規定の例
によるほか、次に定めるところによること。ただし、告示第三第十号に

規定する戸外表示器のうち、次の(一)及び(二)に掲げる機能を有
するものが設けられている場合には、当該戸外表示器によること
ができる。 
(一)　スプリンクラーヘッドが開放した場合に当該スプリンクラーヘ
ッドが開放した住戸、共用室及び管理人室の作動表示灯が点滅
すること。 
(二)　制御弁を閉止した場合に当該制御弁に係る住戸、共用室及び
管理人室の制御弁表示灯が点滅すること。 
(三)　作動表示灯及び制御弁表示灯は、相互に兼用することができ
ること。 

十四　規則第十四条第一項第十二号の規定は、共同住宅用スプリン
クラー設備について準用する。 
十五　貯水槽、加圧送水装置、非常電源、配管等には、規則第十四条
第一項第十三号において適用される規則第十二条第一項第九号に
規定する措置を講ずること。 
 
附　則 
この告示は、平成十九年四月一日から施行する。 

平成十八年五月三十日　消防庁告示第十八号 

共同住宅用自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準 

　特定共同住宅等をいう。以下同じ。)にあっては、一の階段室等(省
令第二条第五号に規定する階段室等をいう。以下同じ。)に主た
る出入口が面している住戸等及び当該階段室等を単位として、六
以上の階にわたらない部分を一の警戒区域とすること。 
(三)　廊下型特定共同住宅等(構造類型告示第二第五号に規定す
る廊下型特定共同住宅等をいう。以下同じ。)の階段室等にあっ
ては、当該階段室等ごとに一の警戒区域とすること。 

二　感知器は、次に定めるところによること。 
(一)　次のイからチまでに掲げる場所に、当該イからチまでに定める
ところにより感知器を設けること。 
イ　階段及び傾斜路　煙感知器 
ロ　廊下及び通路　差動式及び補償式スポット型感知器のうち
一種若しくは二種、定温式スポット型感知器のうち特種(公称作
動温度六十度又は六十五度のものに限る。以下ヘ及びトにお
いて同じ。)又は煙感知器 
ハ　エレベーターの昇降路、リネンシュート、パイプダクトその他こ
れらに類するもの　煙感知器 
二　感知器を設置する区域の天井等(天井の室内に面する部分
又は上階の床若しくは屋根の下面をいう。以下同じ。)の高さが
十五メートル以上二十メートル未満の場所　煙感知器又は炎
感知器 
ホ　感知器を設置する区域の天井等の高さが二十メートル以上
の場所　炎感知器 
ヘ　住戸　自動試験機能等対応型感知器(感知器等規格省令第
二条第十九号の三に規定する自動試験機能等対応型感知器
をいう。以下同じ。)であって、差動式及び補償式スポット型感知
器のうち一種若しくは二種、定温式スポット型感知器のうち特種
又は煙感知器のうち一種、二種若しくは三種 

ト　共用室及び管理人室　差動式及び補償式スポット型感知器
のうち一種若しくは二種、定温式スポット型感知器のうち特種又
は煙感知器のうち一種、二種若しくは三種 
チ　イからトまでに掲げる場所以外の場所　その使用場所に適応
する感知器 

(二)　感知器の設置は、次に定めるところによること。 
イ　熱感知器は、共用部分(省令第二条第四号に規定する共用
部分をいう。以下同じ。)の廊下及び通路にあっては、歩行距離
十五メートルにつき一個以上の個数を、火災を有効に感知する
ように設けること。 
ロ　煙感知器は、共用部分の廊下及び通路にあっては歩行距離
三十メートル(三種の感知器にあっては二十メートル)につき一個
以上の個数を、階段及び傾斜路にあっては六以上の階にわたら
ない部分ごとに一個以上の個数を、火災を有効に感知するよう
に設けること。 

(三)　住戸、共用室及び管理人室に設ける感知器にあっては共同
住宅用受信機に、その他の部分に設ける感知器にあっては住棟
受信機に接続すること。ただし、管理人室に設ける感知器にあっ
ては、当該管理人室内に住棟受信機を設ける場合に限り、共同住
宅用受信機を介さずに当該住棟受信機に接続することができる。 

三　中継器は、消防法施行規則(昭和三十六年自治省令第六号。以
下「規則」という。)第二十三条第九項の規定の例によるほか、その
付近に当該中継器の操作上支障となる障害物がないように維持す
ること。この場合において、遠隔試験機能(中継器に係る技術上の
規格を定める省令(昭和五十六年自治省令第十八号。以下「中継器
規格省令」という。)第二条第十三号に規定する遠隔試験機能をいう。)
を有する中継器のうち、中継器規格省令第三条の三第三項第一号
に規定する外部試験器を接続するものにあっては、住戸の外部であ
って容易に接続することができる場所に設けること。 
四　配線は、規則第二十四条第一号(チを除く。)及び第五号の二ハの
規定の例によるほか、次に定めるところによること。 

特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能を有する消防の
用に供する設備等に関する省令(平成十七年総務省令第四十号)第三
条第二項第三号イただし書及びヘの規定に基づき、共同住宅用自動
火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準を次のとおり定
める。 
 
第一　趣旨 
　　この告示は、特定共同住宅等における必要とされる防火安全性能
を有する消防の用に供する設備等に関する省令(平成十七年総務
省令第四十号。以下「省令」という。)第三条第二項第三号イただし
書及びヘに規定する共同住宅用自動火災報知設備の設置及び維
持に関する技術上の基準を定めるものとする。 
 
第二　用語の意義 
　　この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当
該各号に定めるところによる。 
一　共同住宅用受信機　共同住宅用自動火災報知設備の受信機
(受信機に係る技術上の規格を定める省令(昭和五十六年自治省
令第十九号。以下「受信機規格省令」という。)第二条第七号に
規定する受信機のうち、Ｐ型三級受信機又はＧＰ型三級受信機に
限る。)であって、住戸、共用室(省令第二条第三号に規定する共
用室をいう。以下同じ。)及び管理人室に設ける感知器(火災報知
設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令(昭
和五十六年自治省令第十七号。以下「感知器等規格省令」という。)
第二条第一号に規定する感知器をいう。以下同じ。)から発せられ
た火災が発生した旨の信号(以下「火災信号」という。)を受信した
場合に、火災の発生を当該住戸、共用室及び管理人室の関係者
に報知するものをいう。 
二　住棟受信機　共同住宅用自動火災報知設備の受信機(受信機
規格省令第二条第七号に規定する受信機をいう。)であって、住戸、
共用室及び管理人室以外の部分に設ける感知器又は共同住宅
用受信機から発せられた火災信号を受信した場合に、火災の発生
を特定共同住宅等(省令第二条第一号に規定する特定共同住宅
等をいう。以下同じ。)の関係者に報知するものをいう。 
三　音声警報装置　共同住宅用受信機又は住棟受信機から発せ
られた火災信号を受信し、音声により火災の発生を報知するもの
をいう。 
四　補助音響装置　住戸、共用室又は管理人室にいる者に対し、
有効に音声警報を伝達するために、共同住宅用受信機から発せら
れた火災信号を受信し、補助的に音声警報を発する装置をいう。 
五　戸外表示器　住戸等(省令第二条第二号に規定する住戸等を
いう。以下同じ。)の外部において、共同住宅用受信機から発せら
れた火災信号を受信し、火災の発生を報知するものをいう。 
 

第三　設置及び維持に関する技術上の基準 
　　共同住宅用自動火災報知設備は、次の各号に定めるところにより
設置し、及び維持するものとする。 
一　省令第三条第二項第三号イただし書の警戒区域が二以上の階に
わたったとしても防火安全上支障がないものとして消防庁長官が定
める設置及び維持に関する技術上の基準は、次に定めるところによ
ること。 
(一)　共同住宅用自動火災報知設備の一の警戒区域の面積が住戸、
共用室及び管理人室にあっては百五十平方メートル以下、その他の
部分にあっては五百平方メートル以下であり、かつ、当該警戒区域が
特定共同住宅等の二の階にわたる場合又は第二号(一)イ及びハの
規定により煙感知器を設ける場合であること。 
(二)　(一)の規定にかかわらず、階段室型特定共同住宅等(特定共同
住宅等の構造類型を定める件(平成十七年消防庁告示第三号。(三)
において「構造類型告示」という。)第二第四号に規定する階段室型 
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